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エグゼクティブサマリー 
2025 年 8 月 5 日に OpenAI がリリースしたオープンウェイト言語モデル「gpt-oss-120b」
および「gpt-oss-20b」は、知的財産関連業務に革命的な変化をもたらす可能性を秘めていま
す。Apache 2.0 ライセンスによるオンプレミス展開可能性と高い推論能力を有するこれら
のモデルは、従来のクラウドベース AIサービスとは異なる機密性の確保を実現する一方で、
ハルシネーションリスクや法的責任の所在など新たな課題も提起しています。本レポート
では、特許業務、商標・著作権業務への具体的影響、AI 生成物の権利帰属問題、専門家の
倫理的責任、学習データリスク、そして知財業界全体への長期的影響を詳細に分析し、適切
な活用戦略を提言します。 
1. GPT-OSS モデルの主要特性と知的財産業務における意義 
1.1 技術的特性 
GPT-OSS モデルは、以下の革新的特性を有しています： 
アーキテクチャ仕様 

• gpt-oss-120b：117B パラメータ、1 トークンあたり 5.1B 活性化、80GB GPU 要件 
• gpt-oss-20b：21B パラメータ、3.6B 活性化、16GB メモリで動作 
• Transformer＋Mixture-of-Experts（MoE）構成による効率的推論 
• 最大 128K トークンの長文コンテキスト対応 
• グループ化マルチクエリ注意機構（グループサイズ 8） 

性能ベンチマーク GPQA ダイアモンド（PhD レベル科学問題）において、gpt-oss-120b は
80.1%の精度を達成し、OpenAI o4-mini1（81.4%）に肉薄する性能を示しています。一方、
gpt-oss-20b は 71.5%で OpenAI o3-mini1（77%）に近い性能を維持しています。 
1.2 機密性とコスト観点からの分析 
機密性の確保 従来の知財業務での AI 活用において最大の障壁であった機密情報漏洩リス
クが、オンプレミス展開により根本的に解決されます。OpenAI1 によると、「データセキュ
リティを確保するため自社環境でモデルをホスティング」することが可能となり、営業秘密
や出願前発明の情報が外部に送信されることを防げます。 

https://openai.com/index/introducing-gpt-oss/
https://openai.com/index/introducing-gpt-oss/
https://openai.com/index/introducing-gpt-oss/


コスト構造の変化 Simon Willison2 の分析によれば、gpt-oss-20b は「16GB メモリのエッ
ジデバイスで動作し、高額なインフラ不要で迅速な開発・推論」を実現します。これにより、
従来の API 利用型 AI サービスにおけるトークン課金コストが、初期ハードウェア投資と電
力コストに置き換わり、長期的なコスト予測可能性が向上します。 
Apache 2.0 ライセンスの意義 商用利用、改変、再配布を自由に許可する Apache 2.0 ライセ
ンスは、知財事務所や企業知財部門での柔軟なカスタマイズを可能にします。ただし、
OpenAI3 は「悪意ある微調整への耐性」を検証済みとしながらも、「開発者はチェイン・オ
ブ・ソート出力をユーザーに直接見せてはいけない」と警告しており、適切なガバナンス体
制の構築が不可欠です。 
2. 特許業務への具体的影響分析 
2.1 先行技術調査の高度化 
効率化の可能性 日本知的財産協会の研究 4 によれば、AI 活用により「先行技術調査や無効
資料調査で平均約 330 倍、最大約 3,000 倍の調査効率向上」が報告されています。GPT-OSS
の長文コンテキスト（128K トークン）と高度な推論能力は、複数特許文献の横断的分析や
技術的類似性判断を飛躍的に改善する可能性があります。 
品質向上の期待 従来のキーワード検索では発見困難な概念的類似技術の抽出、多言語文献
の自動翻訳・要約、技術分野横断的な先行技術発見などが期待されます。ただし、FRONTEO
社の KIBIT ソリューション 5 での実績を踏まえると、「AI 検索結果の妥当性検証」が重要
な課題として残ります。 
2.2 特許明細書・クレーム作成支援 
ドラフティング支援の可能性 生成 AI を活用した特許明細書の書き方 6 の分析によれば、
AI は「発明の技術分野→従来技術→課題→解決手段→効果→実施例・図面の説明といった
論理構成の『型』を自動生成し、それを人間が細かく調整するプロセス」への移行を可能に
します。特に、複数の実施例バリエーション生成や、クレーム範囲の最適化提案において威
力を発揮すると期待されます。 
品質管理の重要性 しかし同文献は、「AI が引き起こす『幻覚（hallucination）』現象により、
実在しない情報をそれらしく書き出すリスク」を指摘し、以下のチェック体制が必須である
と述べています： 

1. クレームとの整合性確認 
2. 数値や実施例の信憑性検証 
3. 課題・解決手段・効果のロジック一貫性 
4. 特許独特の文体・用語法の維持 

2.3 拒絶理由通知への応答案作成 
GPT-OSS の高度な推論能力は、拒絶理由通知の法的論理分析と、それに対する反駁論理の
構築において有効活用が期待されます。特に、複数の拒絶理由が組み合わされた複雑なケー
スにおいて、論理的一貫性を保った応答戦略の提案が可能になるでしょう。 

https://simonwillison.net/2025/Aug/5/gpt-oss/
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2.4 リスクの詳細分析 
ハルシネーションによる致命的エラー Stanford Legal7 の研究によれば、「ワイオミング州
の裁判官が、AI 生成の架空判例引用を行った 2 名の弁護士に制裁を示唆」した事例があり、
特許実務においても同様のリスクが存在します。存在しない先行技術の引用、誤った法的根
拠の提示、矛盾する技術説明などにより、出願人の権利取得機会を逸失させる可能性があり
ます。 
新規性喪失のリスク 日本弁理士会ガイドライン 8 は、「第三者プラットフォームへの情報入
力による新規性喪失リスク」を警告しています。GPT-OSS のオンプレミス展開により、こ
のリスクは大幅に軽減されますが、学習データやログの管理には細心の注意が必要です。 
3. 商標・著作権業務への影響 
3.1 商標の類否判断調査 
AI 化の現状と課題 商標調査 AI「TM-RoBo9」は既に「AI 称呼検索機能による類否統計指
標の算出」を実用化しており、GPT-OSS の導入により更なる精度向上が期待されます。特
許庁の評価 10 では「Recall@k=100 において 82.3%の精度」を達成していますが、「審査実
務を踏まえた判断にはまだ課題」があるとされています。 
外観・観念・称呼の統合判断 GPT-OSS の多モーダル対応により、従来困難であった図形商
標の類似性判断や、文字商標の観念的類似性の自動評価が可能になります。ただし、商標分
野における AI の今後について 11 で指摘されるように、「図形商標対決」「類否判断対決」
「識別力対決」において人間の専門家との精度差は依然として存在します。 
3.2 著作権侵害スクリーニング 
自動検出システムの構築 Copyright Check AI12 のような既存ツールと GPT-OSS を組み合
わせることで、より精密な著作権侵害スクリーニングシステムの構築が可能です。特に、文
章の実質的類似性判断や、翻案・要約による間接的な権利侵害の検出において効果を発揮す
ると予想されます。 
限界と注意点 ただし、文化庁の AI 著作権ガイダンス 13 が示すように、「AI 生成物に既存
著作物との『類似性』又は『依拠性』が認められない場合、著作権侵害とはならない」とい
う法的判断の複雑性は、AI による自動判定では限界があります。 
3.3 各種契約書のドラフト作成 
ライセンス契約・譲渡契約の効率化 知的財産ライセンス契約書の条項生成、技術移転契約
の雛形作成、共同研究開発契約における知的財産条項の最適化などにおいて、GPT-OSS の
活用が期待されます。特に、複数法域にまたがる国際ライセンス契約の準拠法調整や、標準
的でない技術分野での契約条項の提案において有用でしょう。 
4. AI 生成物の知的財産権帰属問題 
4.1 発明者性に関する国際動向 
米国の立場 USPTOのAI発明者性ガイダンス 14は明確に「自然人のみが発明者になれる」
との立場を示し、AI 支援発明においても「少なくとも 1 人の人間が発明の構想に大きく寄

https://law.stanford.edu/stanford-legal/ai-liability-and-hallucinations-in-a-changing-tech-and-law-environment/
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与していること」を Pannu 因子により判定するとしています。GPT-OSS を活用した発明
創出においても、この要件に留意が必要です。 
各国の相違 Dentons 法律事務所の分析 15 によれば、「南アフリカ CIPC は AI を発明者と
して初めて承認したが、米国、欧州、英国、インド、オーストラリア、台湾などでは AI 発
明者を認めず却下」されており、国際出願戦略への影響は甚大です。 
4.2 著作者性の複雑性 
人間の創作的寄与の要件 各国著作権法は概ね「人間著作者」を前提としており、GPT-OSS
による文書生成物の著作権帰属は、プロンプト設計、出力選択、編集・修正における人間の
創作的寄与の程度により判定されます。著作権同盟の見解 16 では「純粋に AI 生成の場合
はパブリックドメイン、人間の著作性が認められる場合は人間が著作者」としています。 
実務上の対応策 知財実務においては、AI 生成過程の詳細な記録（プロンプト履歴、生成オ
プション、人間による編集内容等）を残し、人間の創作的寄与を立証可能にしておくことが
重要です。 
5. 知財専門家の倫理的課題と法的責任 
5.1 弁理士の善管注意義務 
日本の規制枠組み 日本弁理士会ガイドライン 8 は、「生成 AI から得られた生成物の正確性
は保証されず、弁理士自身が内容を確認し、最終的に責任を負う」ことを明確に規定してい
ます。民法 644 条の善管注意義務に基づき、「AI 生成結果を検討・精査せずそのままクライ
アントに提供することは義務違反の恐れがある」としています。 
具体的実務要件 

1. ファクトチェックの徹底実施 
2. 最新情報に基づく検証 
3. 専門用語・技術内容の正確性確認 
4. クライアントとの事前合意取得（AI 利用について） 
5. 利用規約・商用利用条件の定期確認 

5.2 ハルシネーション対策と監督責任 
制裁リスクの現実化 American Bar Association17 の報告では、「連邦法院が AI『ハルシネー
ション』を見落とした弁護士を制裁」した事例が既に発生しており、知財実務においても同
様のリスクが存在します。 
予防措置の確立 Stanford Legal 研究 7 は、以下の対策を推奨しています： 

1. Retrieval Augmented Generation（RAG）システムの導入 
2. 不確実性表現・回答保留機能の活用 
3. 人間専門家による段階的チェック体制 
4. AI 出力の逐一ファクトチェック 

5.3 非弁活動リスクと境界線 
知財専門家が GPT-OSS を活用して法的判断を含む助言を行う場合、弁護士法に抵触する

https://www.dentons.com/en/insights/articles/2025/january/28/ai-and-intellectual-property-rights
https://copyrightalliance.org/faqs/artificial-intelligence-copyright-ownership/
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非弁活動のリスクがあります。特に、ライセンス交渉戦略、侵害訴訟対応、国際紛争解決な
どの法的業務においては、弁護士との適切な役割分担が必要です。 
6. 学習データに起因するリスク分析 
6.1 著作権侵害のリスク評価 
日本の緩和的法制度 Privacy World Blog の分析 18 によれば、日本は 2019 年著作権法改正
（Article 30-4）により「商用・非商用問わず、違法入手コンテンツを含む著作物取り込みを
許可」しており、GPT-OSS の学習データに含まれる著作権保護コンテンツについても比較
的寛容です。 
国際的相違点 

1. 米国：明文規定なく、フェアユース適用の判例蓄積待ち 
2. EU・英国：非営利目的に限定、商用利用は原則禁止 
3. ドイツ：学術研究等なら商用でも許可（LAION 事例） 
4. 日本：最も緩和的（ただし「享受」目的や「不当侵害」は除外） 

6.2 特許権侵害のリスク 
学習データ内特許情報の影響 GPT-OSS の学習データに特許明細書が含まれている場合、
モデルが特許技術の本質的部分を再生成し、結果的に特許権侵害を構成するリスクが理論
上存在します。ただし、学習過程は一般に「私的利用」や「研究目的利用」の範疇にあり、
直接的な特許権侵害は成立しにくいと考えられます。 
生成物による間接侵害 より現実的なリスクは、GPT-OSS が生成した技術アイデアや実施
例が、偶発的に既存特許の権利範囲に含まれる場合です。特に、機械学習や人工知能分野で
の特許出願急増（WIPO 報告 19 では 2014 年 733 件→2023 年 14,000 件超）を考慮すると、
このリスクは無視できません。 
6.3 営業秘密保護との関係 
オープンウェイトモデルの優位性 Hunton 法律事務所の分析 20 によれば、「オープンソー
ス AI モデルを自社サーバーで完全稼働させることで、機密情報や営業秘密の第三者送信を
防止できる」とされています。これは、従来のクラウドベース AI サービスでは不可能であ
った絶対的機密性保護を実現します。 
残存するリスク ただし、「学習データの内容・出典が不明瞭なため、著作権侵害リスクの有
無をユーザー側で判断できない」点は依然として課題です。また、学習データに他社の営業
秘密が含まれていた場合の生成物への影響も、完全には排除できません。 
7. 総合的影響の考察 
7.1 短期的影響（1-3 年） 
業務効率性の向上 

• 特許調査時間の 50-80%短縮 
• 明細書ドラフト作成の初期工程自動化 
• 多言語対応コストの大幅削減 
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• 定型的契約書作成の効率化 
コスト構造の変化 従来の API 課金モデルから、ハードウェア投資＋運用コストモデルへの
移行により、中大規模事務所・企業知財部門での導入が加速します。リーガルテック市場 21
では「累計 3.8 億円調達、生成 AI で知財の民主化」が進行中です。 
専門家役割の変化 弁理士・知財担当者の役割は、従来の「文書作成者」から「AI 出力の監
督・検証・戦略立案者」へとシフトします。高度な技術理解と法的判断能力がより重要にな
る一方、定型作業の自動化により専門性の高い業務により多くの時間を割けるようになり
ます。 
7.2 長期的影響（5-10 年） 
知財実務の構造変革 

1. 完全統合型プラットフォーム：調査・分析・起草・出願・権利化・活用までの一気
通貫 AI 支援システム 

2. リアルタイム侵害監視：市場投入製品の自動特許侵害チェックシステム 
3. グローバル出願戦略 AI：各国法制の差異を踏まえた最適出願ルートの自動提案 
4. ライセンス価値評価：技術価値・市場性・競合状況を統合した客観的価値算定 

法制度への影響 AI 生成物の権利帰属、発明者性認定基準、著作権法の現代化、国際的調和
の促進など、法制度自体の大幅な見直しが必要になります。知的財産推進計画 202522 でも
「AI・デジタル時代の知的財産制度」が重点課題として挙げられています。 
リーガルテック市場の成長 Research Nester23 の予測では、知的財産管理ソフトウェア市場
が 2024 年 103 億ドル→2037 年 480 億ドルへと急成長する見通しです。GPT-OSS のよう
なオープンソースモデルの登場により、参入障壁が下がり、より多様で特化したソリューシ
ョンの開発が促進されるでしょう。 
7.3 リスクと課題の持続 
技術的課題 ハルシネーション問題、多言語対応の精度向上、専門用語理解の深化、推論能
力のさらなる向上など、技術的課題は段階的に解決されていくものの、完全解決には時間を
要します。 
法的・倫理的課題 AI 利用に関する職業倫理基準の確立、国際的法制調和、責任分界点の明
確化、新たな紛争類型への対応など、法的・倫理的枠組みの整備が急務です。 
人材・教育課題 既存の知財専門家の AI リテラシー向上、新しい業務プロセスへの適応、次
世代人材の育成カリキュラム開発など、人材面での対応も重要な課題です。 
結論と提言 
GPT-OSS モデルの登場は、知的財産関連業務に前例のない変革をもたらします。オンプレ
ミス展開による機密性確保と高い推論能力の組み合わせは、従来不可能であった高度な AI
活用を実現しますが、同時に新たなリスクと責任も生じさせます。 
immediate 行動提言： 

1. 段階的導入計画の策定：低リスク業務から開始し、徐々に適用範囲を拡大 

https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000255.000042056.html
https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000255.000042056.html
https://www.kantei.go.jp/jp/singi/titeki2/chitekizaisan2025/pdf/suishinkeikaku_gaiyo.pdf
https://newscast.jp/news/1077828


2. 人間監督体制の確立：AI 出力の多層チェック体制と責任分担の明確化 
3. 継続的教育プログラム：専門家の AI リテラシー向上と新技術への適応支援 
4. 法的コンプライアンス強化：各国法制の相違を踏まえた運用ガイドライン整備 

知財業界全体として、技術革新の恩恵を最大化しつつリスクを最小化する、バランスの取れ
たアプローチが求められています。GPT-OSS のようなオープンソース AI モデルは、この
目標達成のための強力なツールとなり得るでしょう。 

 
本レポートは、2025 年 8 月 6 日時点での情報に基づいて作成されており、技術的進歩や法
制度の変更により内容が変化する可能性があります。実際の業務適用に際しては、最新情報
の確認と専門家への相談をお勧めします。 

 
Appendix: Supplementary Video Resources 
<div class="-md-ext-youtube-widget"> { "title": 
"\u9023\u643a\u30bb\u30df\u30ca\u30fc\u300cChatGPT\u3092\u6d3b\u7528\u3057
\u305f\u77e5\u8ca1\u696d\u52d9\u306e\u9769\u65b0\uff1aAI\u6280\u8853\u3092 ..
.", "link": "https://www.youtube.com/watch?v=8Mo3lftU4IY", "channel": { "name": ""}, 
"published_date": "Jun 1, 2023", "length": "1:00:00" }</div> 
<div class="-md-ext-youtube-widget"> { "title": 
"ChatGPT\u306e\u6d3b\u7528\u4e8b\u4f8b\u3068\u4eca\u5f8c\u306e\u5c55\u671b", 
"link": "https://www.youtube.com/watch?v=zgJVfyUDpPk", "channel": { "name": ""}, 
"published_date": "Jun 8, 2023", "length": "45:46" }</div> 
<div class="-md-ext-youtube-widget"> { "title": 
"\u9023\u643a\u30bb\u30df\u30ca\u30fc\u300c\u7279\u8a313.0 
\u751f\u6210AI\u306b\u3088\u308b\u77e5\u8ca1\u696d\u52d9\u306e\u5909\u9769
\u300d", "link": "https://www.youtube.com/watch?v=XV09Up-vGEE", "channel": { "name": 
""}, "published_date": "Feb 17, 2024", "length": "1:12:17" }</div> 
インスピレーションと洞察から生成されました 23 ソースから 
これまでの調査結果を基に、OpenAI がリリースした「gpt-oss-120b」と「gpt-oss-20b」が
知的財産関連業務に与える影響について、詳細なレポートを作成します。 
エグゼクティブサマリー 
2025 年 8 月 5 日に OpenAI がリリースしたオープンウェイト言語モデル「gpt-oss-120b」
および「gpt-oss-20b」は、知的財産関連業務に革命的な変化をもたらす可能性を秘めていま
す。Apache 2.0 ライセンスによるオンプレミス展開可能性と高い推論能力を有するこれら
のモデルは、従来のクラウドベース AIサービスとは異なる機密性の確保を実現する一方で、
ハルシネーションリスクや法的責任の所在など新たな課題も提起しています。本レポート
では、特許業務、商標・著作権業務への具体的影響、AI 生成物の権利帰属問題、専門家の



倫理的責任、学習データリスク、そして知財業界全体への長期的影響を詳細に分析し、適切
な活用戦略を提言します。 
1. GPT-OSS モデルの主要特性と知的財産業務における意義 
1.1 技術的特性 
GPT-OSS モデルは、以下の革新的特性を有しています： 
アーキテクチャ仕様 

• gpt-oss-120b：117B パラメータ、1 トークンあたり 5.1B 活性化、80GB GPU 要件 
• gpt-oss-20b：21B パラメータ、3.6B 活性化、16GB メモリで動作 
• Transformer＋Mixture-of-Experts（MoE）構成による効率的推論 
• 最大 128K トークンの長文コンテキスト対応 
• グループ化マルチクエリ注意機構（グループサイズ 8） 

性能ベンチマーク GPQA ダイアモンド（PhD レベル科学問題）において、gpt-oss-120b は
80.1%の精度を達成し、OpenAI o4-mini1（81.4%）に肉薄する性能を示しています。一方、
gpt-oss-20b は 71.5%で OpenAI o3-mini1（77%）に近い性能を維持しています。 
1.2 機密性とコスト観点からの分析 
機密性の確保 従来の知財業務での AI 活用において最大の障壁であった機密情報漏洩リス
クが、オンプレミス展開により根本的に解決されます。OpenAI1 によると、「データセキュ
リティを確保するため自社環境でモデルをホスティング」することが可能となり、営業秘密
や出願前発明の情報が外部に送信されることを防げます。 
コスト構造の変化 Simon Willison2 の分析によれば、gpt-oss-20b は「16GB メモリのエッ
ジデバイスで動作し、高額なインフラ不要で迅速な開発・推論」を実現します。これにより、
従来の API 利用型 AI サービスにおけるトークン課金コストが、初期ハードウェア投資と電
力コストに置き換わり、長期的なコスト予測可能性が向上します。 
Apache 2.0 ライセンスの意義 商用利用、改変、再配布を自由に許可する Apache 2.0 ライセ
ンスは、知財事務所や企業知財部門での柔軟なカスタマイズを可能にします。ただし、
OpenAI3 は「悪意ある微調整への耐性」を検証済みとしながらも、「開発者はチェイン・オ
ブ・ソート出力をユーザーに直接見せてはいけない」と警告しており、適切なガバナンス体
制の構築が不可欠です。 
2. 特許業務への具体的影響分析 
2.1 先行技術調査の高度化 
効率化の可能性 日本知的財産協会の研究 4 によれば、AI 活用により「先行技術調査や無効
資料調査で平均約 330 倍、最大約 3,000 倍の調査効率向上」が報告されています。GPT-OSS
の長文コンテキスト（128K トークン）と高度な推論能力は、複数特許文献の横断的分析や
技術的類似性判断を飛躍的に改善する可能性があります。 
品質向上の期待 従来のキーワード検索では発見困難な概念的類似技術の抽出、多言語文献
の自動翻訳・要約、技術分野横断的な先行技術発見などが期待されます。ただし、FRONTEO

https://openai.com/index/introducing-gpt-oss/
https://openai.com/index/introducing-gpt-oss/
https://openai.com/index/introducing-gpt-oss/
https://simonwillison.net/2025/Aug/5/gpt-oss/
https://openai.com/index/gpt-oss-model-card/
http://www.jipa.or.jp/kaiin/kikansi/honbun/2021_01_88.pdf


社の KIBIT ソリューション 5 での実績を踏まえると、「AI 検索結果の妥当性検証」が重要
な課題として残ります。 
2.2 特許明細書・クレーム作成支援 
ドラフティング支援の可能性 生成 AI を活用した特許明細書の書き方 6 の分析によれば、
AI は「発明の技術分野→従来技術→課題→解決手段→効果→実施例・図面の説明といった
論理構成の『型』を自動生成し、それを人間が細かく調整するプロセス」への移行を可能に
します。特に、複数の実施例バリエーション生成や、クレーム範囲の最適化提案において威
力を発揮すると期待されます。 
品質管理の重要性 しかし同文献は、「AI が引き起こす『幻覚（hallucination）』現象により、
実在しない情報をそれらしく書き出すリスク」を指摘し、以下のチェック体制が必須である
と述べています： 

1. クレームとの整合性確認 
2. 数値や実施例の信憑性検証 
3. 課題・解決手段・効果のロジック一貫性 
4. 特許独特の文体・用語法の維持 

2.3 拒絶理由通知への応答案作成 
GPT-OSS の高度な推論能力は、拒絶理由通知の法的論理分析と、それに対する反駁論理の
構築において有効活用が期待されます。特に、複数の拒絶理由が組み合わされた複雑なケー
スにおいて、論理的一貫性を保った応答戦略の提案が可能になるでしょう。 
2.4 リスクの詳細分析 
ハルシネーションによる致命的エラー Stanford Legal7 の研究によれば、「ワイオミング州
の裁判官が、AI 生成の架空判例引用を行った 2 名の弁護士に制裁を示唆」した事例があり、
特許実務においても同様のリスクが存在します。存在しない先行技術の引用、誤った法的根
拠の提示、矛盾する技術説明などにより、出願人の権利取得機会を逸失させる可能性があり
ます。 
新規性喪失のリスク 日本弁理士会ガイドライン 8 は、「第三者プラットフォームへの情報入
力による新規性喪失リスク」を警告しています。GPT-OSS のオンプレミス展開により、こ
のリスクは大幅に軽減されますが、学習データやログの管理には細心の注意が必要です。 
3. 商標・著作権業務への影響 
3.1 商標の類否判断調査 
AI 化の現状と課題 商標調査 AI「TM-RoBo9」は既に「AI 称呼検索機能による類否統計指
標の算出」を実用化しており、GPT-OSS の導入により更なる精度向上が期待されます。特
許庁の評価 10 では「Recall@k=100 において 82.3%の精度」を達成していますが、「審査実
務を踏まえた判断にはまだ課題」があるとされています。 
外観・観念・称呼の統合判断 GPT-OSS の多モーダル対応により、従来困難であった図形商
標の類似性判断や、文字商標の観念的類似性の自動評価が可能になります。ただし、商標分

https://kibit.fronteo.com/solution/patent-search/
https://yorozuipsc.com/uploads/1/3/2/5/132566344/95aa4785bfbc6b35a67f.pdf
https://law.stanford.edu/stanford-legal/ai-liability-and-hallucinations-in-a-changing-tech-and-law-environment/
https://www.jpaa.or.jp/cms/wp-content/uploads/2025/04/AIservices-guideline.pdf
https://tm-robo.com/function/appellation.html
https://www.jpo.go.jp/resources/report/sonota/document/240930_ai_tm_katsuyou/01.pdf


野における AI の今後について 11 で指摘されるように、「図形商標対決」「類否判断対決」
「識別力対決」において人間の専門家との精度差は依然として存在します。 
3.2 著作権侵害スクリーニング 
自動検出システムの構築 Copyright Check AI12 のような既存ツールと GPT-OSS を組み合
わせることで、より精密な著作権侵害スクリーニングシステムの構築が可能です。特に、文
章の実質的類似性判断や、翻案・要約による間接的な権利侵害の検出において効果を発揮す
ると予想されます。 
限界と注意点 ただし、文化庁の AI 著作権ガイダンス 13 が示すように、「AI 生成物に既存
著作物との『類似性』又は『依拠性』が認められない場合、著作権侵害とはならない」とい
う法的判断の複雑性は、AI による自動判定では限界があります。 
3.3 各種契約書のドラフト作成 
ライセンス契約・譲渡契約の効率化 知的財産ライセンス契約書の条項生成、技術移転契約
の雛形作成、共同研究開発契約における知的財産条項の最適化などにおいて、GPT-OSS の
活用が期待されます。特に、複数法域にまたがる国際ライセンス契約の準拠法調整や、標準
的でない技術分野での契約条項の提案において有用でしょう。 
4. AI 生成物の知的財産権帰属問題 
4.1 発明者性に関する国際動向 
米国の立場 USPTOのAI発明者性ガイダンス 14は明確に「自然人のみが発明者になれる」
との立場を示し、AI 支援発明においても「少なくとも 1 人の人間が発明の構想に大きく寄
与していること」を Pannu 因子により判定するとしています。GPT-OSS を活用した発明
創出においても、この要件に留意が必要です。 
各国の相違 Dentons 法律事務所の分析 15 によれば、「南アフリカ CIPC は AI を発明者と
して初めて承認したが、米国、欧州、英国、インド、オーストラリア、台湾などでは AI 発
明者を認めず却下」されており、国際出願戦略への影響は甚大です。 
4.2 著作者性の複雑性 
人間の創作的寄与の要件 各国著作権法は概ね「人間著作者」を前提としており、GPT-OSS
による文書生成物の著作権帰属は、プロンプト設計、出力選択、編集・修正における人間の
創作的寄与の程度により判定されます。著作権同盟の見解 16 では「純粋に AI 生成の場合
はパブリックドメイン、人間の著作性が認められる場合は人間が著作者」としています。 
実務上の対応策 知財実務においては、AI 生成過程の詳細な記録（プロンプト履歴、生成オ
プション、人間による編集内容等）を残し、人間の創作的寄与を立証可能にしておくことが
重要です。 
5. 知財専門家の倫理的課題と法的責任 
5.1 弁理士の善管注意義務 
日本の規制枠組み 日本弁理士会ガイドライン 8 は、「生成 AI から得られた生成物の正確性
は保証されず、弁理士自身が内容を確認し、最終的に責任を負う」ことを明確に規定してい

https://jpaa-patent.info/patent/viewPdf/3489
https://huntscreens.com/ja/products/copyright-check-ai
https://www.bunka.go.jp/seisaku/chosakuken/pdf/93903601_01.pdf
https://www.federalregister.gov/documents/2024/02/13/2024-02623/inventorship-guidance-for-ai-assisted-inventions
https://www.dentons.com/en/insights/articles/2025/january/28/ai-and-intellectual-property-rights
https://copyrightalliance.org/faqs/artificial-intelligence-copyright-ownership/
https://www.jpaa.or.jp/cms/wp-content/uploads/2025/04/AIservices-guideline.pdf


ます。民法 644 条の善管注意義務に基づき、「AI 生成結果を検討・精査せずそのままクライ
アントに提供することは義務違反の恐れがある」としています。 
具体的実務要件 

1. ファクトチェックの徹底実施 
2. 最新情報に基づく検証 
3. 専門用語・技術内容の正確性確認 
4. クライアントとの事前合意取得（AI 利用について） 
5. 利用規約・商用利用条件の定期確認 

5.2 ハルシネーション対策と監督責任 
制裁リスクの現実化 American Bar Association17 の報告では、「連邦法院が AI『ハルシネー
ション』を見落とした弁護士を制裁」した事例が既に発生しており、知財実務においても同
様のリスクが存在します。 
予防措置の確立 Stanford Legal 研究 7 は、以下の対策を推奨しています： 

1. Retrieval Augmented Generation（RAG）システムの導入 
2. 不確実性表現・回答保留機能の活用 
3. 人間専門家による段階的チェック体制 
4. AI 出力の逐一ファクトチェック 

5.3 非弁活動リスクと境界線 
知財専門家が GPT-OSS を活用して法的判断を含む助言を行う場合、弁護士法に抵触する
非弁活動のリスクがあります。特に、ライセンス交渉戦略、侵害訴訟対応、国際紛争解決な
どの法的業務においては、弁護士との適切な役割分担が必要です。 
6. 学習データに起因するリスク分析 
6.1 著作権侵害のリスク評価 
日本の緩和的法制度 Privacy World Blog の分析 18 によれば、日本は 2019 年著作権法改正
（Article 30-4）により「商用・非商用問わず、違法入手コンテンツを含む著作物取り込みを
許可」しており、GPT-OSS の学習データに含まれる著作権保護コンテンツについても比較
的寛容です。 
国際的相違点 

1. 米国：明文規定なく、フェアユース適用の判例蓄積待ち 
2. EU・英国：非営利目的に限定、商用利用は原則禁止 
3. ドイツ：学術研究等なら商用でも許可（LAION 事例） 
4. 日本：最も緩和的（ただし「享受」目的や「不当侵害」は除外） 

6.2 特許権侵害のリスク 
学習データ内特許情報の影響 GPT-OSS の学習データに特許明細書が含まれている場合、
モデルが特許技術の本質的部分を再生成し、結果的に特許権侵害を構成するリスクが理論
上存在します。ただし、学習過程は一般に「私的利用」や「研究目的利用」の範疇にあり、

https://www.americanbar.org/groups/litigation/resources/litigation-news/2025/lawyer-sanctioned-failure-catch-ai-hallucination/
https://law.stanford.edu/stanford-legal/ai-liability-and-hallucinations-in-a-changing-tech-and-law-environment/
https://www.privacyworld.blog/2024/03/japans-new-draft-guidelines-on-ai-and-copyright-is-it-really-ok-to-train-ai-using-pirated-materials/


直接的な特許権侵害は成立しにくいと考えられます。 
生成物による間接侵害 より現実的なリスクは、GPT-OSS が生成した技術アイデアや実施
例が、偶発的に既存特許の権利範囲に含まれる場合です。特に、機械学習や人工知能分野で
の特許出願急増（WIPO 報告 19 では 2014 年 733 件→2023 年 14,000 件超）を考慮すると、
このリスクは無視できません。 
6.3 営業秘密保護との関係 
オープンウェイトモデルの優位性 Hunton 法律事務所の分析 20 によれば、「オープンソー
ス AI モデルを自社サーバーで完全稼働させることで、機密情報や営業秘密の第三者送信を
防止できる」とされています。これは、従来のクラウドベース AI サービスでは不可能であ
った絶対的機密性保護を実現します。 
残存するリスク ただし、「学習データの内容・出典が不明瞭なため、著作権侵害リスクの有
無をユーザー側で判断できない」点は依然として課題です。また、学習データに他社の営業
秘密が含まれていた場合の生成物への影響も、完全には排除できません。 
7. 総合的影響の考察 
7.1 短期的影響（1-3 年） 
業務効率性の向上 

• 特許調査時間の 50-80%短縮 
• 明細書ドラフト作成の初期工程自動化 
• 多言語対応コストの大幅削減 
• 定型的契約書作成の効率化 

コスト構造の変化 従来の API 課金モデルから、ハードウェア投資＋運用コストモデルへの
移行により、中大規模事務所・企業知財部門での導入が加速します。リーガルテック市場 21
では「累計 3.8 億円調達、生成 AI で知財の民主化」が進行中です。 
専門家役割の変化 弁理士・知財担当者の役割は、従来の「文書作成者」から「AI 出力の監
督・検証・戦略立案者」へとシフトします。高度な技術理解と法的判断能力がより重要にな
る一方、定型作業の自動化により専門性の高い業務により多くの時間を割けるようになり
ます。 
7.2 長期的影響（5-10 年） 
知財実務の構造変革 

1. 完全統合型プラットフォーム：調査・分析・起草・出願・権利化・活用までの一気
通貫 AI 支援システム 

2. リアルタイム侵害監視：市場投入製品の自動特許侵害チェックシステム 
3. グローバル出願戦略 AI：各国法制の差異を踏まえた最適出願ルートの自動提案 
4. ライセンス価値評価：技術価値・市場性・競合状況を統合した客観的価値算定 

法制度への影響 AI 生成物の権利帰属、発明者性認定基準、著作権法の現代化、国際的調和
の促進など、法制度自体の大幅な見直しが必要になります。知的財産推進計画 202522 でも
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「AI・デジタル時代の知的財産制度」が重点課題として挙げられています。 
リーガルテック市場の成長 Research Nester23 の予測では、知的財産管理ソフトウェア市場
が 2024 年 103 億ドル→2037 年 480 億ドルへと急成長する見通しです。GPT-OSS のよう
なオープンソースモデルの登場により、参入障壁が下がり、より多様で特化したソリューシ
ョンの開発が促進されるでしょう。 
7.3 リスクと課題の持続 
技術的課題 ハルシネーション問題、多言語対応の精度向上、専門用語理解の深化、推論能
力のさらなる向上など、技術的課題は段階的に解決されていくものの、完全解決には時間を
要します。 
法的・倫理的課題 AI 利用に関する職業倫理基準の確立、国際的法制調和、責任分界点の明
確化、新たな紛争類型への対応など、法的・倫理的枠組みの整備が急務です。 
人材・教育課題 既存の知財専門家の AI リテラシー向上、新しい業務プロセスへの適応、次
世代人材の育成カリキュラム開発など、人材面での対応も重要な課題です。 
結論と提言 
GPT-OSS モデルの登場は、知的財産関連業務に前例のない変革をもたらします。オンプレ
ミス展開による機密性確保と高い推論能力の組み合わせは、従来不可能であった高度な AI
活用を実現しますが、同時に新たなリスクと責任も生じさせます。 
immediate 行動提言： 

1. 段階的導入計画の策定：低リスク業務から開始し、徐々に適用範囲を拡大 
2. 人間監督体制の確立：AI 出力の多層チェック体制と責任分担の明確化 
3. 継続的教育プログラム：専門家の AI リテラシー向上と新技術への適応支援 
4. 法的コンプライアンス強化：各国法制の相違を踏まえた運用ガイドライン整備 

知財業界全体として、技術革新の恩恵を最大化しつつリスクを最小化する、バランスの取れ
たアプローチが求められています。GPT-OSS のようなオープンソース AI モデルは、この
目標達成のための強力なツールとなり得るでしょう。 

 
本レポートは、2025 年 8 月 6 日時点での情報に基づいて作成されており、技術的進歩や法
制度の変更により内容が変化する可能性があります。実際の業務適用に際しては、最新情報
の確認と専門家への相談をお勧めします。 

 
Appendix: Supplementary Video Resources 

 
連携セミナー「ChatGPT を活用した知財業務の革新：AI 技術を ... 
Jun 1, 2023 

https://newscast.jp/news/1077828


 
ChatGPT の活用事例と今後の展望 
Jun 8, 2023 

 
連携セミナー「特許 3.0 生成 AI による知財業務の変革」 
Feb 17, 2024 
もっと詳しく 
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